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東レグループでは、「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」	
という企業理念のもと、創業以来、本業を通じて社会に貢献する志を掲げており、	
CSRの推進は経営理念の実現そのものと考えています。

企業理念

わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します

経営基本方針

お客様のために 新しい価値と高い品質の製品とサービスを

社員のために 働きがいと公正な機会を

株主のために 誠実で信頼に応える経営を

社会のために 社会の一員として責任を果たし 相互信頼と連携を

企業行動指針

安全と環境 安全・防災・環境保全を最優先課題とし 社会と社員の安全と健康を守り環境保全を積極的に推進します

倫理と公正 高い倫理観と強い責任感をもって公正に行動し 経営の透明性を維持して社会の信頼と期待に応えます

お客様第一 お客様に新しい価値とソリューションを提供し お客様と共に持続的に発展します

革新と創造 企業活動全般にわたる継続的なイノベーションを図り ダイナミックな進化と発展を目指します

現場力強化 不断の相互研鑽と自助努力により 企業活動の基盤となる現場力を強化します

国際競争力 世界最高水準の品質・コスト等の競争力を追求し 世界市場での成長と拡大を目指します

世界的連携 グループ内の有機的な連携と外部との戦略的な提携により グローバルに発展します

人材重視 社員に働きがいのある職場環境を提供し 人と組織に活力が溢れる風土をつくります

経営理念

 企業行動指針
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企業理念

企業倫理・法令遵守行動規範
東レグループ人権方針

具体的な
行動指針

東レグループ人権方針　2017年12月制定

東レグループは、「人権の尊重」は欠くことのできない企業運営の基本であると考え、事業を行う各国・地域の法令を遵守するとともに、国連世界人権宣言やILO条約
などの国際規範を尊重し、良き企業市民として人権尊重の責任を果たすよう努力してまいります。

1. 私たちは、社員の人権、個性および尊厳を尊重し、職場における嫌がらせや差別を排除します。また、児童労働・強制労働・不当な低賃金労働を行いません。

2. 私たちは、事業に関わるサプライチェーン全体を通じて人権尊重の推進に努めます。また、人権侵害への加担をしません。

3. 私たちは、事業活動に伴う人権への負の影響の把握に努め、その回避または軽減を図るように努めます。

4. 私たちが人権に対する負の影響を引き起こした、あるいはこれに関与したことが明らかになった場合、迅速かつ適切に対処します。

5. 私たちは、社員一人ひとりに人権問題への啓発を進め、正しい理解が進むように取り組みます。

企業倫理・法令遵守行動規範　2003年10月制定・2015年12月改訂

1.	社会への貢献
新しい価値の創造を目指す企業として、お客様に満足を与え、信頼される製
品とサービスを提供します。

2.	社会とのコミュニケーション
お客様、株主、地域社会の方々など当社を取り巻くさまざまな関係者とのコ
ミュニケーションを行い、適切な企業情報を積極的かつ公正に開示します。

3.	良き企業市民としての行動
良き企業市民として、法令を遵守し、人権を尊重し、社会貢献活動に積極的に
取り組みます。

4.	地球環境保護に積極的な役割を果たすこと
地球環境保護に積極的な役割を果たすことを経営の重点課題として認識し、
省エネルギー、排出・廃棄物の削減、リサイクルの推進など企業活動の全領
域で環境との共生に努めます。

5.	公正で信頼を第一とする企業活動
自由・公正・透明な市場競争に基づく適正な取引を行い、社会の厚い信頼を得
られる企業活動を行います。

6.	各国法令の遵守
グローバルな視野に立って経営の革新に努め、海外拠点においては各国の法
令を遵守するとともに、高い倫理観をもって自らを律します。さらに、各国の
文化や習慣を尊重した企業活動を展開し、地域の発展に貢献します。

7.	意欲を高め、能力を発揮できる企業風土づくり
社員一人ひとりが意欲をもってその能力を発揮できるような企業環境づくり
に努め、個人の人権、人格、個性を尊重しつつ、その創造性、専門性を最大限
に高めます。

8.	反社会勢力との関係遮断
常に社会的良識を備えた行動に努めるとともに、市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会勢力とは一切関係を遮断し、全社一体の毅然とした対応を
徹底します。


